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　小岩地域は千葉街道・蔵前橋通り・柴又街道という都
市道路に挟まれ、 東京－千葉を結ぶことから交通量が
非常に多い。敷地に対し最寄り駅が小岩駅のみのため、
交通の便から多くの世帯が自動車を所有する傾向にあ
る。明治以前に農地集落が広がっていた小岩地域は、大
正 12 年の関東大震災を機に宅地造成が進み市街化して
いった。また戦災被害も少なく疎開地になったことで闇
市が出現、商業発展し移住者による人口が増加する。現
在では土地の相続区分化によい建物が高密度で立ち並
ぶ。未接道による建て替え不可能な老朽住戸も存在し、
震災時には倒壊・延焼危険性を伴うことが問題として挙
げられる。また敷地全体が低地となっており、東西に接
する河川水位と比較した場合、高低差約 -3 ｍの位置に
街が広がっている。河川氾濫による想定最高浸水高は、
街の地盤から約 5 ｍまで達すると予想されている。
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　小岩地域 ( 木造密集市街地＋低地浸水域 ) における、
震災を基軸とした設計を行う。 東日本大震 3.11 を例に
とると、死傷者の約 10% 程度しか避難行動をとらなかっ
たという研究がある。対象地小岩は木密延焼危険性と河
川津波による浸水危険性を併せ持つ地域である。 ここ
に、接道・不燃化等の更新を図りつつ地域性に寄り添う
ヒューマンスケールの小さな開発として、減災機能を付
加する計画を行う。制作に伴い敷地の調査分析により、
地域の可能性を見出すと共に、小岩全域に同様に広がる
複数の木密地域に対するプロトタイプの計画である。
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　Design aimed at mitigating damage caused by earthquakes: Focusing on the Koiwa region (area congested 
with wooden houses + low-lying flooded area). Take the Great East Japan Earthquake (also known as the 3.11 
earthquake) as an example, a research pointed out that only 10% of the total casualties were able to evacuate 
in time. The Koiwa region is prone to fire progression and flood due to the wooden house clusters and the 
low-lying areas. 
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Ⅱ - Ⅰ小岩サンプリング
　小岩地域の私的領域のサンプリングを行う。平均的
に建物との隣棟間隔が、面間約 2500mm。そこから緑
や自転車といった居住者の私的空間のあふれ出しが平
均 600mm のモジュールで構成されている。設計にあ
たり木密という人の空間・小岩コモンズへコミットし
ていることから、地域のスケールを用いることで、設
計物と敷地との中間領域として機能する。
Ⅱ - Ⅱ設計スキーム
　設計地に準じた地主・行政との関係性を再考する。
また多重被害の想定される小岩地域は自治共益費に加
え、被災補償費を積み立てることができる。補償費は
被災後の復旧に充てられる、緊急時に備えたシステム
である。その分住人の経済圧迫が予想されるため、低
コストな住まいを「ハーフビルド」という自己建設的
手法を用いた、ゆとりある経済システムを行う。
Ⅱ - Ⅲふるまいのパーツ
　ローコストな建築にあたり、軽量鉄骨 ( 耐火被覆 /
コールテン鋼材 ) を骨格にした、スケルトンインフィ
ル式の形態を用いる。骨格部分は補助金にで請負い、
パネル部分は居住者の生活に伴った部材 ( 下図 ) を用
いる。施工形態の半分をセルフビルドする為、ハーフ
ビルドと名称する。
Ⅱ - Ⅳ避難所～自己建設循環
　緊急時、本計画は周辺に対する垂直避難が可能とな
る。シミュレーション上、浸水までの時間や浸水高に
より、外部階段を有する階層３層の形態を持つ。そし
て、 延焼や浸水によって破損した生活パネルパーツ
は、補償料による建築治癒として、自治体による自己
建設的な活動により、被災復興モデルとなる。
・『都市のエージェントは誰なのか』 / 北山垣 / TOTO 出版
・『モダニズムの臨界』 / 北山垣 / NTT 出版
・『TOKYO METABOLIZING』 / 北山垣・塚本由晴・西沢立衛 / TOTO 出版
・『震災と市民 連帯経済とコミュニティ再生』 / 似田貝 香門 / 東京大学出版会
・『コミュニティによる地区経営』 / 大野秀敏 / 鹿島出版会
・『地域社会圏主義』 / 山本理顕 / LIXIL 出版
Ⅱ．設計手法
　地震はいつ起こるか分からない。また日本は、経済・
交通・人口様々な要素が東京という都市に一極集中し
ていることから、首都圏への巨大震災は日本全体への
大きなダメージとなるだろう。そのとき国は、私たち
個々人を守ってくれるのだろうか。過去の震災復興過
程を例にとると、国民・私的領域への直接的な対応は
発生約半年後というのが現実的な数字である。
国・行政への依存から脱却し、自治体という都市にお
ける小さな群衆こそ、新たな人間共同体として災害に
も対応しうるメソッドではないだろうか。本対象地の
小岩地域のみならず、都市の普遍的問題として各所街
の可能性を掬い上げ、建築的な翻訳をすることで、震
災という問題を見つめる起点となることを願う。
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・共有部整備管理
・ハーフビルド
・小学校自治会
・外との関わり
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CMA―自治体相関を参照にしたシステムスキーム
固定資産税
地価により増減 ・託児、子ども預かり
・食事 (子ども食堂 )
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・生活補助
・家事代行
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積立バンク
賃貸契約期間中、補償料を積み立てるシ
ステム。被災した際の損害復興や、生活
必需品の調達等に充てられる。途中退居
時は積立累計額のX%が返金される。
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